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5. 評価項目に関する整備効果の比較評価 

第 4 章の検討及び過年度成果を基に、国土交通省道路局の「構想段階における道路計画

策定プロセスガイドライン」（平成 25 年 7 月）の記載の評価項目を参考に、ガイドライン

で不足する項目の追加等、定量的に評価可能な項目を検討した。そして、計画段階評価に

向け、各評価項目について交通課題対策案の整備効果を分析し、留意事項と合わせて比較

評価を行った。また、近年開催された事業評価監視委員会から整備効果事例を収集・整理

し、本事業への適用可能性を検討・整理した。 

なお、本項で検討・分析する整備効果において、東京南西部地域における交通課題対策

案の実現時には、現在事業中である東京外環（関越～東名）の完成が想定されることから、

高速道路ネットワーク等の広域的な効果を中心に東京外環（関越～東名）の供用を前提と

したものとする。 

 

 
地図出典：東京外かく環状国道事務所（以下リンク）画像を一部加筆 

https://www.ktr.mlit.go.jp/gaikan/gaiyo/index.html （令和７年７月１８日閲覧） 

図 5-1 東京外環の各路線の位置図 

  

供用を前提とした 

効果検討・分析 

本業務の 

対象路線 



5.評価項目に関する整備効果の比較評価 

5-2 

5.1. 道路計画の交通課題対策案の立案 

(1) 対策案立案の考え方 

 

【対策案立案における考え方】 

 

 

(2) 対策案の概要 

前項の考え方を基に立案した対策案（ ）を以下に示す。 

 
地図出典：地理院地図を基に加工 

図 5-2 本業務で立案した交通課題の対策案 
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表 5-1 対策案 の特徴 

道路計画に求められる

条件 
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5.2. 定量的に評価可能な項目の検討 

5.2.1. 政策目標ごとの評価項目の設定 
第 4 章の道路計画の必要性の検討を受けて、対策案について政策目標に応じて評価する

ための項目と指標を以下のように設定した。 

 

表 5-2 評価項目 

No. 
対応する

政策目標 
分類 広域道路に求められる役割・機能 評価項目 

1 

A.ゲート

ウェイへ

のアクセ

ス強化 

物流支援 

物流網の形成 

(1) 物流の効率化 

2 トラックの大型化への対応 

3 
空港・港湾等の物流拠点へのアクセ

ス強化 

4 
自動物流道路等の多機能空間への

進化 

5 
拠点機能強

化 

主要な鉄道駅や道の駅等の交通拠

点へのアクセス強化 
(2) 拠点機能強化 

6 観光振興 観光拠点へのアクセス強化 (3) 観光振興への貢献 

7 
B.災害へ

の備えと

しての道

路網の強

化 

防災 

発災時の救命活動、支援物資輸送の

ための道路ネットワークの形成 (4) 災害時のリダンダンシー 

8 災害時のリダンダンシー確保 

9 
治水機能(調整池・導水機能等)等の

多機能空間への進化 
(5) 治水機能との親和性 

10 医療支援 
第三次救急医療施設等へのアクセス

向上 
(6) 医療機関への搬送向上 

11 

C.都心部

の渋滞緩

和 

都心の渋滞

緩和 
都心への通過交通流入の抑制 (7) 都心への通過交通流入の抑制 

12 

D.交通分

担の整序

化 

交通安全 

幹線道路における安全性向上 

(8) 幹線道路の交通分担効果 

(9) 生活道路の交通分担効果 

13 
歩行者・自転車に対して安全・安心な

道路空間の創出 

14 

利便性強

化・ 

効率化 

日常の移動の利便性・快適性を確保 

15 日常の移動の定時性向上 

16 都市・拠点間アクセス強化 

17 
経路選択の自由度の高い道路ネット

ワークを形成 

18 自動車専用道路へのアクセス強化 

19 E.地球温

暖化防止

等の環境

の保全 

環境改善 

地球環境・沿道環境の保全 

(10) 沿道環境改善 
20 ネイチャーポジティブの実現 
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5.2.2. ガイドラインで不足する項目の追加 
「構想段階における道路計画策定プロセスガイドライン」では、下表に示す評価項目例

が示されている。前項の政策目標に応じた評価項目において、不足している「⑤事業性」の

観点について比較項目を追加することとする。 

 

表 5-3 評価項目例 

 
出典：国土交通省道路局「構想段階における道路計画策定プロセスガイドライン」（平成 25年 7 月） 

 

本事業における事業性として、正確なルートや構造が未確定な状態であるため、本業務

では配慮すべき事項として下表に示す観点で評価項目を設定することとする。 

 

表 5-4 配慮すべき事項に関する評価項目 

事
業
性 

事業に要する期間 ・用地買収の期間や史跡等の調査期間、

施工に伴う周辺道路の状況 

用地取得に関する

リスク 

・支障物件や公共用地の存在 

施工性 ・周辺の道路事情や土地利用状況の観点

から施工時の制約条件への影響 

周辺環境への影響 ・施工に伴う周辺路線の交通規制や工事

車両混入による渋滞への影響 

・埋蔵文化財への影響 

川崎縦貫道路計画との

関係 

・川崎縦貫道路の計画との一体性 
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5.2.3. 定量的に評価可能な項目の検討 
広域道路に求められる役割・機能の評価のための評価項目を、政策目標ごとに再整理し

た。また、本地域の状況を基づいた評価の視点・留意点を踏まえ、ルートの比較評価に必要

な評価項目について定量的に評価可能なものを中心に選定した。 

なお、自動物流道路は機能として道路交通と類似するため、評価項目には含めない。 

 

■求められる役割・機能に基づく評価項目の検討 

政策目標 評価項目例 

 

比較の視点・留意点 

 

比較評価項目 

A.ゲートウェ

イへのアクセ

ス強化 

・空港・港湾から物流拠点までの所

要時間 

・交通拠点までの平均所要時間 

・羽田空港等から観光地までの平均

所要時間 

・東名から都心までの到達パターン

数 

・重要物流道路としての機能の有無 

 

■沿線地域に主要な

拠点が多く立地 

⇒羽田空港・京浜港

等の玄関口となる施

設が立地、インバウン

ド需要への対応が重

要 

・主要拠点間の所要時間・

余裕時間の短縮 

B.災害への

備えとしての

道路網の強

化 

・第三次医療施設の選択可能数 

・東名から都心までの到達パターン

数 

・防災拠点間の所要時間 

 

・緊急輸送路の信頼性向

上 

 

C.都心部の

渋滞緩和 
・都心部を通過する交通割合 

■災害時のネットワー

ク・拠点アクセス、減

災対応が重視 

⇒首都圏の防災拠点

となる東扇島等が立

地、多摩川の治水対

策の要望 

・都心部の渋滞緩和 

D.交通分担

の整序化 

・渋滞損失時間 

・都市・地域拠点までの平均所要時

間 

・IC の到達圏域内人口 

・東名から都心までの到達パターン

数 

・幹線道路における死傷事故率 

・生活道路における死傷事故率 

・抜け道利用割合 

・幹線道路の渋滞緩和 

・生活道路の交通安全向

上 

E.地球温暖

化防止等の

環境の保全 

・CO２、NOX、SPM 排出量削減率 

・生態系・植生への配慮状況 
■首都圏の環状機能

の発揮が必要 

⇒都心部への通過交

通流入等の改善が必

要 

・CO2 排出量削減 

・ネイチャーポジティブへの

対応 

■構想段階プロセスガイドラインに基づく

評価項目の設定 

  

配慮すべき

事項 

ガイドライン

の分野 
評価項目（例） ■幹線道路・生活道

路の両面に課題発生 

⇒環八等の一般道の

交通渋滞、生活道路

の安全性低下等が顕

著 

配慮すべき事項 

  

・
事
業
性 

・事業に要する期間 

事業性、施

工性、周辺

環境への影

響 

⑤事業性 

事業や維持管理に関

わる費用、事業に要

する期間、施工時の

影響、用地取得に関

するリスク、不測の事

態に対する計画の柔

軟性 等 

  

  
・用地取得に関する

リスク 

 
■土地利用条件が多

く、影響の配慮が重要

⇒埋蔵文化財・史跡

が点在し、高度な土

地利用地域 

 ・施工性 

  ・周辺環境への影響 

  
・川崎縦貫道路計画との関

係 

  ・その他 

図 5-3 評定項目の検討と設定フロー 
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5.3. 交通課題対策案の整備効果分析 
前項の検討を受けて、本項目では政策目標に応じた評価項目を多角的に評価するために、

以下の通り幅広い評価指標を設定し、対策案ごとに整備効果を検討、分析した。 

 

表 5-5 政策目標に応じて設定した評価項目（対策案） 
政策目標 評価項目 評価指標 視点 

A ゲートウェイへの

アクセス強化 

(1) 物流の効率化 

1) 主要地点間の所要時間の短縮 地域的 

2) 羽田空港からのアクセス圏域拡大 広域的 

3) 羽田空港へのアクセス性向上 広域的 

4) 羽田空港へのアクセス性向上 広域的 

5) 京浜港へのアクセス向上 広域的 

6) 京浜港へのアクセス向上 広域的 

7) 空港アクセスの強化 

（国内線・国際線・国際線貨物ターミナル） 
広域的 

8) 京浜三港と羽田空港エリアの 

高速利用分担率 
広域的 

(2) 拠点機能強化 
9) 周辺地域の高速道路へのアクセス性向上 地域的 

10) 外環周辺地域の企業立地状況 広域的 

(3) 観光振興への貢献 11) 観光施設等へのアクセス性向上 広域的 

B 災害への備えとし

ての道路網の強

化 

(4) 災害時の 

リダンダンシー 

12) 災害時の拠点間アクセス 広域的 

13) 緊急輸送路の信頼性向上 広域的 

(5) 医療機関への搬送

向上 

14) 血液製剤の輸送支援 広域的 

15) 救急搬送先の選択枠増加 地域的 

C 都心の渋滞緩和 
(6) 都心への通過交通

流入の抑制 

16) 都心の渋滞緩和 広域的 

17) 放射路線の都心方向利用割合 

（アクアライン） 
広域的 

18) 臨海部～中央道の首都高利用状況 広域的 

D 交通分担の整序

化 

(7) 幹線道路の交通分

担効果 

19) 幹線道路の渋滞緩和 地域的 

20) 幹線道路の交通事故減少 地域的 

(8) 生活道路の交通分

担効果 

21) 生活道路の抜け道利用の緩和 地域的 

22) 生活道路の交通事故減少 地域的 

E 地球温暖化防止

等の環境の保全 
(9) 沿道環境改善 23) CO2等排出量削減 地域的 

F その他 (10) 沿線まちづくり支援 24) 国際競争力の向上・沿線まちづくり 地域的 
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(1) ゲートウェイへのアクセス強化 

1) 物流の効率化 

 主要地点間の所要時間の短縮 

A) データ諸元 

表 5-6 使用データ 
データ諸元 使用データ 対象期間 備考 

ETC2.0 データ 様式 2-2 
R6.4～

R6.6 

・ 川崎浮島 JCT～東京 IC 間 

※ETC2.0 データ（R6.4～R6.6、平日 24 時間対象）より算

出 

※東京外環（東京 IC～大師）の所要時間は設計速度

（80km/h）を基に算出 

 

B) 分析結果 

⚫ 東名高速から湾岸道路の所要時間は、環八経由で約 40 分、国道 409 号経由で約

60 分となっている。 

⚫ 

 

表 5-7 所要時間算出結果 
No 路線 環八 国道 409 号 外環道 

約 40 分 約 60 分 

 

 
地図出典：NTT インフラネット株式会社の地図を基に作成 

図 5-4 周辺道路の状況 （所要時間の短縮）  
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 羽田空港からのアクセス圏域拡大 

A) データ諸元 

表 5-8 使用データ 
データ諸元 使用データ 対象期間 備考 

ETC2.0 

データ 
様式 2-2 R6.4～6 

・ 昼間 12 時間速度から圏域の速度を算出 

※未掲載の路線は設計速度と設定 

※東京外環（関越～東名、東名～湾岸）と千葉外環（三郷

南～高谷）は 80km/h、横浜北西線は 60km/h の設計速

度と設定 

令和 2 年 

国勢調査 

令和 2 年国勢調

査に関する地域

メッシュ統計 

- 

・ 圏域内面積及び圏域内人口は、令和 2 年国勢調査の

1km メッシュ単位で計測し、対象市区毎に割合を算出 

※現況は外環以北の事業化路線の整備も含む 

 

B) 分析結果 
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表 5-9 面積・人口カバー割合算出結果 

No 

流

出

入 

路線 転換案 

カバー面積 

【面積に対するカバー率】 

カバー人口 

【人口に対するカバー率】 

現況 整備後 現況 整備後 

イ

グ

レ

ス 

川崎市 
約 44km2

【31％】

約 34 万人

【22％】

世田谷区 
約 4km2

【7％】

約 10 万人

【10％】

大田区 
約 47km2

【77％】

約 72 万人

【97％】

ア

ク

セ

ス 

川崎市 
約 43km2

【30％】

約 33 万人

【21％】

世田谷区 
約 5km2

【9％】

約 12 万人

【12％】

大田区 
約 45km2

【73％】

約 68 万人

【91％】
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※図面上の道路ネットワークは、令和 4年 4月末時点 

地図出典：NTT インフラネット株式会社の地図を基に作成 

図 5-5 東京外環（関越～湾岸）整備による羽田空港からの 30 分圏域の拡がり(イグレス) 

 

カバー面積 

カバー人口 

図 5-6 東京外環（関越～湾岸）整備による羽田空港からの 30 分圏域のカバー状況（イグレス）  
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※図面上の道路ネットワークは、令和 4年 4月末時点 

地図出典：NTT インフラネット株式会社の地図を基に作成 

図 5-7 東京外環（関越～湾岸）整備による羽田空港への 30 分圏域の拡がり(アクセス) 

 

カバー面積 

カバー人口 

図 5-8 東京外環（関越～湾岸）整備による羽田空港への 30 分圏域のカバー状況（アクセス） 
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 羽田空港へのアクセス性向上(ETC2.0) 

A) データ諸元 

表 5-10 使用データ 
データ諸元 使用データ 対象期間 備考 

ETC2.0 データ 様式 2-2 R6.4～6 

・ 羽田空港～大泉 JCT、調布 IC、東名川崎 IC の昼間

12 時間速度より平均所要時間を算出し、90%ile の値か

ら平均所要時間を引いて余裕時間を算出 

※東京外環（関越～湾岸）の速度は設計速度（80km/h）

として算出 

※羽田空港：第 3 ターミナル（羽田 IC・空港西 IC）と設定 

 

B) 分析結果 

 

表 5-11 所要時間・余裕時間算出結果 
No 経路 転換案 所要時間 余裕時間 

大泉 JCT⇒羽田空港 

現況 約 46 分 約 22 分 

調布 IC⇒羽田空港 

現況 約 34 分 約 20 分 

東名川崎 IC⇒羽田空港 

現況 約 30 分 約 19 分 
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※図面上の道路ネットワークは、令和 4 年 4 月末時点 

地図出典：NTT インフラネット株式会社の地図を基に作成 

図 5-9 京浜港・羽田空港～大泉 JCT、調布 IC、東名川崎 IC の経路 

 

大泉 JCT 調布 IC 東名川崎 IC 

図 5-10 大泉 JCT、調布 IC、東名川崎 IC⇒羽田空港の所要時間 

 

大泉 JCT 調布 IC 東名川崎 IC 

図 5-11 大泉 JCT、調布 IC、東名川崎 IC⇒羽田空港の余裕時間  
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 羽田空港へのアクセス性向上(R3 全国道路・街路交通情勢調査) 

A) データ諸元 

表 5-12 使用データ 
データ諸元 使用データ 対象期間 備考 

R3 全国道路・ 

街路交通情勢調査 

混雑時旅行速度、 

区間延長 
- 

・ 外環道（関越～東名、東名～湾岸）

は 80km/h と設定 

・ 所要時間は上下の平均より算出 

 

B) 分析結果 

 

表 5-13 所要時間・余裕時間算出結果 
No 経路 転換案 所要時間 

第 1・2 ターミナル～大泉 JCT 

現況 約 95 分 

第 3 ターミナル～大泉 JCT 

現況 約 105 分 

国際線貨物ターミナル～大泉 JCT 

現況 約 105 分 

第 1・2 ターミナル～調布 IC 

現況 約 65 分 

第 3 ターミナル～調布 IC 

現況 約 70 分 

国際線貨物ターミナル～調布 IC 

現況 約 75 分 
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※図面上の道路ネットワークは、令和 4 年 4 月末時点 

地図出典：NTT インフラネット株式会社の地図を基に作成 

図 5-12 第 1・2 ターミナル、第 3 ターミナル、国際線貨物ターミナル～大泉 JCT の経路 
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図 5-13 第 1・2 ターミナル、第 3 ターミナル、国際線貨物ターミナル～大泉 JCT の所要時間  
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※図面上の道路ネットワークは、令和 4 年 4 月末時点 

地図出典：NTT インフラネット株式会社の地図を基に作成 

図 5-14 第 1・2 ターミナル、第 3 ターミナル、国際線貨物ターミナル～調布 IC の経路 
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図 5-15 第 1・2 ターミナル、第 3 ターミナル、国際線貨物ターミナル～調布 IC の所要時間  
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 京浜港へのアクセス性向上（ETC2.0） 

A) データ諸元 

 

表 5-14 使用データ 
データ諸元 使用データ 対象期間 備考 

ETC2.0 データ 様式 2-2 R6.4～6 

・ 京浜港（東京港、川崎港、横浜港）～大泉 JCT、調布

IC、東名川崎 IC の昼間 12 時間速度より平均所要時

間を算出し、90%tile の値から平均所要時間を引いて

余裕時間を算出 

※東京外環（関越～湾岸）の速度は設計速度

（80km/h）として算出 

※東京港：大井南 IC と設定、川崎港：東扇島 IC と設

定、横浜港：南本牧ふ頭と設定 

 

B) 分析結果 
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表 5-15 所要時間・余裕時間算出結果 

No 経路 転換案 所要時間 余裕時間 

大泉 JCT⇒東京港 

現況 約 49 分 約 21 分 

調布 IC⇒東京港 

現況 約 36 分 約 22 分 

東名川崎 IC⇒東京港 

現況 約 31 分 約 21 分 

大泉 JCT⇒川崎港 

現況 約 59 分 約 23 分 

調布 IC⇒川崎港 

現況 約 47 分 約 23 分 

東名川崎 IC⇒川崎港 

現況 約 43 分 約 24 分 

大泉 JCT⇒横浜港 

現況 約 67 分 約 20 分 

調布 IC⇒横浜港 

現況 約 47 分 約 23 分 

東名川崎 IC⇒横浜港 

現況 約 52 分 約 22 分 
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※図面上の道路ネットワークは、令和 4 年 4 月末時点 

地図出典：NTT インフラネット株式会社の地図を基に作成 

図 5-16 大泉 JCT、調布 IC、東名川崎 IC～東京港の経路 

 

大泉 JCT 調布 IC 東名川崎 IC 

図 5-17 大泉 JCT、調布 IC、東名川崎 IC⇒東京港の所要時間 

 

大泉 JCT 調布 IC 東名川崎 IC 

図 5-18 大泉 JCT、調布 IC、東名川崎 IC⇒東京港の余裕時間 
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※図面上の道路ネットワークは、令和 4 年 4 月末時点 

地図出典：NTT インフラネット株式会社の地図を基に作成 

図 5-19 大泉 JCT、調布 IC、東名川崎 IC～川崎港の経路 

 

大泉 JCT 調布 IC 東名川崎 IC 

図 5-20 大泉 JCT、調布 IC、東名川崎 IC⇒川崎港の所要時間 

 

大泉 JCT 調布 IC 東名川崎 IC 

図 5-21 大泉 JCT、調布 IC、東名川崎 IC⇒川崎港の余裕時間 
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※図面上の道路ネットワークは、令和 4 年 4 月末時点 

地図出典：NTT インフラネット株式会社の地図を基に作成 

図 5-22 大泉 JCT、調布 IC、東名川崎 IC～横浜港の経路 

 

大泉 JCT 調布 IC 東名川崎 IC 

図 5-23 大泉 JCT、調布 IC、東名川崎 IC⇒横浜港の所要時間 

 

大泉 JCT 調布 IC 東名川崎 IC 

図 5-24 大泉 JCT、調布 IC、東名川崎 IC⇒横浜港の余裕時間 
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 空港アクセスの強化（R3 全国道路・街路交通情勢調査） 

A) データ諸元 

表 5-16 使用データ 
データ諸元 使用データ 対象期間 備考 

R3 全国道路・ 

街路交通情勢調査 

混雑時旅行速度、 

区間延長 
- 

・ 外環道（関越～東名、東名～湾岸）

は 80km/h と設定 

・ 所要時間は上下の平均より算出 

 

B) 分析結果 

 

表 5-17 所要時間・余裕時間算出結果 
No 経路 転換案 所要時間 

調布 IC～ 

中央防波堤外コンテナターミナル 

現況 約 70 分 

大泉 JCT～ 

中央防波堤外コンテナターミナル 

現況 約 100 分 

大泉 JCT～ 

大井コンテナふ頭 

現況 約 100 分 

調布 IC～ 

川崎港コンテナターミナル 

現況 約 75 分 

大泉 JCT～ 

川崎港コンテナターミナル 

現況 約 105 分 

調布 IC～ 

大黒ふ頭コンテナターミナル 

現況 約 85 分 

大泉 JCT～ 

大黒ふ頭コンテナターミナル 

現況 約 120 分 

大泉 JCT～ 

本牧ふ頭コンテナターミナル 

現況 約 120 分 
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※図面上の道路ネットワークは、令和 4 年 4 月末時点 

地図出典：NTT インフラネット株式会社の地図を基に作成 

図 5-25 中央防波堤外コンテナターミナル、大井コンテナふ頭～調布 IC、大泉 JCT の経路 

 

調布 IC 大泉 JCT 

図 5-26 中央防波堤外コンテナターミナル～調布 IC、大泉 JCT の所要時間 

 

 
図 5-27 大井コンテナふ頭～大泉 JCT の所要時間 
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※図面上の道路ネットワークは、令和 4 年 4 月末時点 

地図出典：NTT インフラネット株式会社の地図を基に作成 

図 5-28 川崎港コンテナターミナル～調布 IC、大泉 JCT の経路 

 

調布 IC 大泉 JCT 

図 5-29 川崎港コンテナターミナル～調布 IC、大泉 JCT の所要時間 
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※図面上の道路ネットワークは、令和 4 年 4 月末時点 

地図出典：NTT インフラネット株式会社の地図を基に作成 

図 5-30 大黒ふ頭コンテナターミナル、本牧ふ頭コンテナターミナル～調布 IC、大泉 JCT の経路 

 

調布 IC 大泉 JCT 

図 5-31 大黒ふ頭コンテナターミナル～調布 IC、大泉 JCT の所要時間 

 

 
図 5-32 本牧ふ頭コンテナターミナル～大泉 JCT の所要時間 
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 京浜三港と羽田空港エリアの高速利用分担率 

A) データ諸元 

表 5-18 使用データ 
データ諸元 使用データ 対象期間 備考 

ETC2.0 データ 

（様式 2-1） 

東京港・羽田空港・川崎港・横浜港のいず

れかを発着し、高速道路を 10 ㎞以上走行

している車両を対象に港ごと断面ごとの分

担率を集計 

R6.4～6 

全体版では中央環状線エ

リア内を起終点に持つデー

タは除外 

東京港・羽田空港・川崎港・横浜港のいず

れかを発着して東名、中央道、関越道、東

北道の断面のいずれかを通過した車両の

うち、高速道路を 10 ㎞以上走行している

車両を対象に港ごと通過断面ごとの流動

を集計し、分担率を分析 

- 

 

B) 分析結果 

 

 
※図面上の道路ネットワークは、令和 4 年 4 月末時点 

地図出典：NTT インフラネット株式会社の地図を基に作成 

図 5-33 高速利用分担率・断面通過流動における集計断面並びに港位置（再掲） 

  

羽田空港

東京港

川崎港

横浜港

【凡例】
：分担率確認断面
：分担率と流動確認断面
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a) 羽田空港＆京浜三港の全体 

 

分析断面 全体 

図 5-34 利用路線分担率（羽田空港＆京浜三港の全体） 

 

東名断面通過 中央道断面通過 

  
関越道断面通過 東北道断面通過 

  
地図出典：地理院地図を基に作成 

図 5-35 断面通過流動（羽田空港＆京浜三港の全体）（再掲）  
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b) 東京港 

 

分析断面 全体 

図 5-36 利用路線分担率（東京港） 

 

東名断面通過 中央道断面通過 

  
関越道断面通過 東北道断面通過 

  
地図出典：地理院地図を基に作成 

図 5-37 断面通過流動（東京港）（再掲） 
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c) 羽田空港 

 

分析断面 全体 

図 5-38 利用路線分担率（羽田空港） 

 

東名断面通過 中央道断面通過 

  
関越道断面通過 東北道断面通過 

  
地図出典：地理院地図を基に作成 

図 5-39 断面通過流動（羽田空港）（再掲）  
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d) 川崎港 

 

分析断面 全体 

 

図 5-40 利用路線分担率（川崎港） 

 

東名断面通過 中央道断面通過 

  
関越道断面通過 東北道断面通過 

  
地図出典：地理院地図を基に作成 

図 5-41 断面通過流動（川崎港）（再掲） 
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e) 横浜港 

 

分析断面 全体 

図 5-42 利用路線分担率（横浜港） 

 

東名断面通過 中央道断面通過 

  
関越道断面通過 東北道断面通過 

  
地図出典：地理院地図を基に作成 

図 5-43 断面通過流動（横浜港）（再掲） 
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2) 拠点機能強化 

 周辺地域の高速道路へのアクセス性向上（高速道路 IC 圏域） 

A) データ諸元 

 

表 5-19 使用データ 
データ諸元 使用データ 対象期間 備考 

ETC2.0 

データ 
様式 2-2 R6.4～R6.6 

・ 昼間 12 時間平均速度、高速道路 IC 圏域 

※ETC2.0 データのない路線は、10km/h と想定 

※既存路線及び上記データ期間にない横浜北線・北西

線、東京外環（関越道～東名）（事業中）の IC からの

時間圏域を算出 

令和 2 年国

勢調査 

令和 2 年国勢

調査に関する

地域メッシュ統

計 

- 

・ 圏域内面積及び圏域内人口は、令和 2 年国勢調査

の 500m メッシュ単位で計測し、対象市区毎に割合を

算出 

※現況は外環以北の事業化路線の整備も含む 

 

B) 分析結果 
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表 5-20 面積・人口カバー割合算出結果 

※下記記載の各転換案のグラフは現況分と増加分で別々に端数処理を行っているため、まとめて端数処理を行

っている上記の表とは一致しないことがある。  

現況 整備後 現況 整備後

【76％】 【97％】
大田区

約51km2 約72万人

15分

川崎市
約95km2 約113万人

【64％】 【74％】

【93％】 【96％】
世田谷区

約52km2 約90万人

【56％】 【64％】
大田区

約38km2 約48万人

10分

川崎市
約68km2 約80万人

【46％】 【53％】

【78％】 【83％】
世田谷区

約43km2 約77万人

世田谷区
約18km2 約33万人

【25％】 【20％】
大田区

約17km2 約15万人

No 流出入 路線 転換案

カバー面積 カバー人口

【面積に対するカバー率】 【人口に対するカバー率】

5分

川崎市
約33km2 約37万人

【22％】 【25％】

【32％】 【35％】
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現況 

 

※図面上の道路ネットワークは、令和 6 年 4 月末時点 

地図出典：NTT インフラネット株式会社の地図を基に作成 

図 5-44 東京外環（東名～湾岸）整備による既存 IC からの時間圏域
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図 5-45 東京外環（東名～湾岸）整備による既存 IC からのカバー状況 
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 物流施設等の新規立地・更新支援（外環周辺地域の企業立地状況） 

A) データ諸元 

 

表 5-21 使用データ 
データ諸元 使用データ 対象期間 備考 

日本立地総覧

（2014 年版 

～ 

2019 年版） 

他各種資料※1 

立地済・ 

立地予定の 

物流施設 

R 元年 6 月 

時点 

※立地件数は、各拠点の立地住所を基に近隣

の拠点を集約して示す 

国土交通省 

都道府県地価調

査 

市区町村別 

地価動向 
H26、R1、R6 

・ 圏央道（海老名ＪＣＴ～茨城県・千葉県境）が

通過等する東京都(5 市町)、神奈川県(6 市

町)を集計 

・ 各都県の合計から「圏央道（海老名ＪＣＴ～

茨城県・千葉県境）が通過等する東京都(5

市町)神奈川県(6 市町)」を除いた値（東京都

については、東京都区部も除く） 
※1：ＡＥＲＡ、ＣＢＲＥオフィスジャパン誌、カーゴニュース、月刊ロジスティクス・ビジネス、月刊激流、週刊東洋経済、千

葉日報、朝日新聞、日刊工業新聞、日刊自動車新聞、日経ビジネス、日経ＭＪ、日経産業新聞、日経新聞、物流ニッ

ポン、日刊 CARGO、物流不動産各社 HP（情報は R 元年 6 月時点） 

 

B) 分析結果 

⚫ 外環道沿線に新規立地した物流施設は 100 件以上であった（H22 年～R 元年）。 

⚫ 圏央道の沿線地域（神奈川県、東京都）の工業地の地価は上昇傾向にある。 

⚫ 東京外環（東名～湾岸）の整備により、羽田空港や京浜港の立地する湾岸エリ

ア等への利便性が向上し、大型物流施設等の新規立地や施設更新の活性化が期

待される。 

 

 
※図面上の道路ネットワークは、令和 2 年 3 月末時点 

地図出典：NTT インフラネット株式会社の地図を基に作成 

図 5-46 企業立地状況（H22 以降）（再掲） 

羽田空港

開通済み区間

予定路線

事業中区間

東京外環
（東名～湾岸）

（令和1年6月時点）

1～2件

3～4件

5件以上

1～2件

物流施設数

立地済み

（令和元年6月時点）

3～4件

5件以上

立地予定

東京港

川崎港

横浜港

東京貨物ターミナル駅



5.評価項目に関する整備効果の比較評価 

5-38 

 
図 5-47 圏央道沿線の工業地の地価の推移（H26～R1）（再掲） 

 

 
図 5-48 圏央道沿線の工業地の地価の推移（H26～R6）（再掲） 

  

※１ 圏央道（海老名ＪＣＴ～茨城県・千葉県境）が通過等する東京都
(5市町)神奈川県(6市町)

※２ 各都県の合計から「圏央道（海老名ＪＣＴ～茨城県・千葉県境）が通過等す
る東京都(5市町)神奈川県(6市町)」を除いた値（東京都については、東京
都区部も除く）

凡例 圏央道沿線の通過自治体※１における平均地価の上昇率(対H26比)
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地価（千円/㎡） 伸び率

28％
44％

※１ 圏央道（海老名ＪＣＴ～茨城県・千葉県境）が通過等する東京都
(5市町)神奈川県(6市町)

※２ 各都県の合計から「圏央道（海老名ＪＣＴ～茨城県・千葉県境）が通過等す
る東京都(5市町)神奈川県(6市町)」を除いた値（東京都については、東京
都区部も除く）

凡例 圏央道沿線の通過自治体※１における平均地価の上昇率(対H26比)

その他自治体※２の平均地価の上昇率(対H26比)

集計対象は各年にデータが存在するもの
R6まで地価データが存在する地点で再計算したためH26～R1の値と差がある。
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3) 観光振興への貢献（観光施設等へのアクセス性向上） 

A) データ諸元 

表 5-22 使用データ 
データ諸元 使用データ 対象期間 

公益社団法人日本ユネスコ協会連盟 世界遺産リスト - 

トリップアドバイザー インバウンドレポート 2020 

外国人に人気のある観光スポットランキング 
観光地位置 

- 

トリップアドバイザー 

人気のある関東地方の観光スポット 30（2022 年時点） 
- 

関東地方整備局 

東京外かく環状道路 

(東名～湾岸線間) 

計画検討協議会(第 2 回)資

料 

- 

世界遺産リスト（公益社団法人日本ユネスコ協会連盟） 

https://www.unesco.or.jp/activities/isan/worldheritagelist/asia_2/ 

インバウンドレポート 2020 外国人に人気の日本の観光スポット ランキング（トリップアドバイザー 2020 年 4 月 28

日発表） 

https://tg.tripadvisor.jp/news/ranking/best-inbound-attractions/ 

人気のある関東地方の観光スポット（トリップアドバイザー） 

https://www.tripadvisor.jp/Attractions-g298156-Activities-Kanto.html#FILTERED_LIST 

 

B) 分析結果 

⚫ 東京外環（東名～湾岸）の整備により、羽田空港から世界遺産をはじめとする

観光地へのアクセスが向上し、さらなる観光客の誘致や周遊の促進が期待され

る。 

 
※図面上の道路ネットワークは、令和 4 年 4 月末時点 

地図出典：NTT インフラネット株式会社の地図を基に作成 

図 5-49 主要な観光スポット（再掲） 

  

大山

八景島シーパラダース

等々力渓谷

深大寺

東京ディズニーランド

幕張メッセ

東京ドイツ村

マザー牧場

養老渓谷

川越

西武園

昭和記念公園

秋川渓谷

宮ケ瀬湖

新宿御苑
東京都庁展望台

長谷寺

←
＜世界遺産＞
富士山

信仰の対象と
芸術の源泉

＜世界遺産＞
国立西洋美術館
（ル・コルビュジエ）

横浜 みなとみらい 21

高尾山

記念艦三笠

浅草

高徳院
（鎌倉大仏）

←
＜特別名勝・国宝＞
御嶽昇仙峡、上高地、
大善寺本堂、松本城

↑
＜世界遺産＞
富岡製糸場と
絹産業遺産群

↑
＜世界遺産＞
日光の社寺
（日光東照宮）

東京港

川崎港

横浜港

羽田空港

開通済み区間

予定路線

事業中区間

根津美術館

東京外環
(東名～湾岸)

秋川渓谷
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(2) 災害への備えとしての道路網の強化 

1) 災害時のリダンダンシー 

 災害時の拠点間アクセス 

A) データ諸元 

表 5-23 使用データ 
データ諸元 使用 

データ 

対象 

期間 

備考 

R3 全国道路・ 

街路交通情勢調査 

混雑時旅

行速度 
- 

・ 混雑時旅行速度より所要時間を

算出 

※東京外環（湾岸～中央道）の速

度は設計速度（80km/h）として

算出 

※上下の東扇島 IC⇔国立府中 IC

間の所要時間を平均した時間 

神奈川県地域防災計画-マニュアル資料-

（資料 3-15-1～3-17-1 P318-341）

https://www.pref.kanagawa.jp/ 

docs/j8g/cnt/f5150/documents/jishin3.html

※R5.3.29 更新版 

- - - 

首都直下地震における具体的な応急対策

活動に関する計画 

内閣府 防災情報のページ

https://www.bousai.go.jp/jishin/ 

syuto/pdf/syuto_oukyu_5-1.pdf 

※R5.5.23 更新版 

- - - 

立川広域防災基地及び災害対策本部予備

施設 

内閣府 防災情報のページ 

https://www.bousai.go.jp/oukyu/ 

kunren/yobishisetu/pdf/tachikawa.pdf 

※R5.7.7 アクセス時点 

- - - 

東京湾臨海部基幹的広域防災拠点 

内閣府 防災情報のページ 

https://www.bousai.go.jp/oukyu/ 

kunren/yobishisetu/pdf/rinkai.pdf 

※R5.7.7 アクセス時点 

- - - 

 

B) 分析結果 

 

表 5-24 所要時間算出結果 
No 経路 転換案 所要時間 

東扇島～立川 

現況 約 81 分 

https://www.pref.kanagawa.jp/
https://www.bousai.go.jp/jishin/
https://www.bousai.go.jp/oukyu/
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※図面上の道路ネットワークは、令和 4 年 4 月末時点 

地図出典：NTT インフラネット株式会社の地図を基に作成 

写真（立川広域防災基地）：立川広域防災基地及び災害対策本部予備施設 

（内閣府 防災情報のページ）より 

写真（東扇島地区）：東京湾臨海部基幹的広域防災拠点（内閣府 防災情報のページ）より 

図 5-50 防災拠点配置位置（再掲） 

 

図 5-51 東扇島～立川の所要時間 
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 緊急輸送路の信頼性向上 

A) データ諸元 

表 5-25 使用データ 
データ諸元 使用データ 対象期間 備考 

中央防災会議首都直下地震対策 

検討ワーキンググループ 

首都直下地震の被害想定と対策について（最終報告） 

（平成 25 年 12 月公表） 

都心南部直下の

地震の震度分布 
- - 

中央防災会議首都直下地震対策 

検討ワーキンググループ 

首都直下地震の被害想定と 

対策について（最終報告） 

（平成 25 年 12 月公表） 

都心南部直下の 

地震の震度分布 
- - 

 

B) 分析結果 

⚫ 東名などの放射方向の高速道路で災害や事故等による通行止めが発生しても、

首都圏 3 環状道路の整備によって、環状道路を経由して迂回することがどのル

ート案でも可能になる。 

⚫ 例として、東名から都心への到達パターンは現在 208 ルートであるが、外環以

北開通時には 1,174 ルート、最終的には 1,470 ルートとなる。 

⚫ 首都直下地震（M7 クラスの地震）が今後 30 年以内に発生する確率は約 70％

程度と推定される。 

⚫ 道路管理者と関係機関は首都直下地震に備え、都心に向けた 8 方向の路線を優

先して道路啓開を行うルートに設定した（「八方向作戦」）。 

⚫ 3 環状道路により、リダンダンシーが強化されれば、放射道路が寸断しても都

心への到達経路が確保可能となる。 

 

現状(R1.10) 外環以北開通時 ３環状整備後 

現在は 

208 ルート 

 

外環以北開通で 

1,174 ルートまで増加 

 

3環状が完成すれば 

1,470 ルートに 

 
図 5-52 東名から東京都心へ至るパターン（ルート増加状況比較）  
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地図：中央防災会議 首都直下地震対策検討ワーキンググループ 首都直下地震の被害想定と対策について 

（最終報告）（平成 25 年 12 月公表）を一部追記 

写真：東京外かく環状道路（東名高速～湾岸道路間）計画検討協議会（第 2 回）調査結果資料より 

※震源（東京都区部南部） 想定最大深度 7 

※中央防災会議 首都直下地震対策検討ワーキンググループ（平成 25 年 12 月公表）において、被害が大きく

首都中枢機能への影響が大きいと考えられる都区部直下の都心南部直下地震の震度 

図 5-53 首都圏における防災・物資輸送拠点（再掲） 
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A) データ諸元 

表 5-26 使用データ 
データ諸元 使用データ 対象期間 備考 

- - - 机上検討 

 

B) 分析結果 

地図出典：地理院地図を基に作成 

図 5-54  

 

地図出典：地理院地図を基に作成 

図 5-55   
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地図出典：地理院地図を基に作成 

図 5-56  
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3) 医療機関への搬送向上 

 血液製剤の輸送支援 

A) データ諸元 

表 5-27 使用データ 

データ諸元 使用データ 対象期間 備考 

ETC2.0 

データ 
様式 2-2 R6.4～6 

・ 羽田空港～東松山 IC の昼間 12 時間速度より

所要時間を算出 

※東京外環（関越～湾岸）の速度は設計速度

（80km/h）として算出 

※羽田空港：第 3 ターミナル（羽田 IC・空港西

IC）と設定 

 

B) 分析結果 

 

  
地図出典：NTT インフラネット株式会社の地図を基に作成 

画像出典：

図 5-57 災害時のバックアップイメージ（再掲） 

 

 

グラフ出典：M.Cara 1981「カーラーの曲線」より 

図 5-58 緊急事態における経過時間と死亡率の関係（再掲） 

  

企業ヒアリング結果：
平成２７年１０月調査 東京外かく環状国道事務所）

（災害時のバックアップ機能イメージ）

羽田空港から
全国各地へ

赤十字ブロック血液センター
（東松山市）

東京都ｾﾝﾀｰ
（新宿区）

赤十字ブロック血液センター
（厚木市）

高速道路で
救急病院へ搬送 災害が

発生

：救急病院日本赤十字社関東甲信越ブロック
血液センター（東松山市）

神奈川県赤十字血液センター
湘南事業所（厚木市）
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※図面上の道路ネットワークは、令和 4 年 4 月末時点 

地図出典：NTT インフラネット株式会社の地図を基に作成 

図 5-59 輸送時間（東京外環（関越～湾岸）整備後） 

 

図 5-60 東松山 IC⇒羽田空港の所要時間（東京外環（関越～湾岸）整備後） 
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 救急搬送先の選択肢増加 

A) データ諸元 

 

表 5-28 使用データ 
データ諸元 使用データ 対象期間 備考 

ETC2.0 データ 様式 2-2 
R6.4～

R6.6 

・ 三次医療機関の 30 分圏域の増加数 

※現況は ETC2.0 の昼間 12 時間平均旅行速

度。整備後は現況＋外環（設計速度

80km/h）により算出 

令和 2 年国勢調査 

令和 2 年国

勢調査に関

する地域メッ

シュ統計 

- 

・ 圏域内面積及び圏域内人口は、令和 2 年国

勢調査の 500m メッシュ単位で計測し、対象

市区毎に割合を算出 

※現況は外環以北の事業化路線の整備も含む 

東京都福祉保険局 

東京都災害拠点病院

一覧 

三次救急 - - 

横浜市 

令和 6 年度横浜市救

急医療体制参加医療

機関一覧 

三次対応 - - 

 

 

東京都災害拠点病院一覧（東京都福祉保険局） 

https://www.hokeniryo.metro.tokyo.lg.jp/iryo/kyuukyuu/saigai/kyotenbyouinlist.files/kyotenbyoinlist.pdf   

（令和 6 年 8 月 1 日現在） 

 

令和 6 年度横浜市救急医療体制参加医療機関一覧（横浜市） 

https://www.city.yokohama.lg.jp/kenko-iryo-fukushi/kenko-iryo/iryo/kyukyu/iryo/kyukyu.files/nijikyukyu_R6.pdf  

（令和 6 年 11 月 5 日現在） 
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B) 分析結果 

a) 国道 409 号ルート 

 

表 5-29 全人口・全面積に対する救急搬送 30 分圏域カバー割合算出結果  

No 路線 
搬送先増加箇所別カバー人口 【人口に対するカバー率】 搬送先増加箇所別カバー面積 【面積に対するカバー率】 

1 箇所 2 箇所 3 箇所以上 無し 1 箇所 2 箇所 3 箇所以上 無し 

01 川崎市 

02 世田谷区 

03 大田区 
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現
況 

 

整
備
後 
現
況→

整
備
後
増
加
箇
所 

※図面上の道路ネットワークは、令和 5 年 4 月末時点 

地図出典：NTT インフラネット株式会社の地図を基に作成 

図 5-61 30 分で到達可能な第三次医療機関  
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カバー人口 カバー面積 

川崎市 

世田谷区 

大田区 

 

 

 

 

 
※旅行速度 ：ETC2.0 データ 昼間 12 時間平均旅行速度 

（R6.4～R6.6 全日） 

※外環整備後の速度は設計速度（80km/h）として算出。 

※四捨五入の関係で見かけ上の数字と足し算した数字が合わない場合がある 

図 5-62 30 分で到達可能な第三次医療機関の全人口・全面積に対するカバー増加割合 

 

凡例
【整備により選択肢が増加する三次医療機関数】

搬送先が1箇所増加

搬送先が2箇所増加

搬送先が3箇所以上増加

増加なし
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b) 多摩川ルート 

 

表 5-30 全人口・全面積に対する救急搬送 30 分圏域カバー割合算出結果  

No 路線 
搬送先増加箇所別カバー人口 【人口に対するカバー率】 搬送先増加箇所別カバー面積 【面積に対するカバー率】 

1 箇所 2 箇所 3 箇所以上 無し 1 箇所 2 箇所 3 箇所以上 無し 

01 川崎市 

02 世田谷区 

03 大田区 
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現
況 

 

整
備
後 
現
況→

整
備
後
増
加
箇
所 

※図面上の道路ネットワークは、令和 6 年 4 月末時点 

地図出典：NTT インフラネット株式会社の地図を基に作成 

図 5-63 30 分で到達可能な第三次医療機関  
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カバー人口 カバー面積 

川崎市 

世田谷区 

大田区 

 

 

 

 
 

※旅行速度 ：ETC2.0 データ 昼間 12 時間平均旅行速度 

（R6.4～R6.6 全日） 

※外環整備後の速度は設計速度（80km/h）として算出。 

※四捨五入の関係で見かけ上の数字と足し算した数字が合わない場合がある 

図 5-64 30 分で到達可能な第三次医療機関の全人口・全面積に対するカバー増加割合 

 

凡例
【整備により選択肢が増加する三次医療機関数】

搬送先が1箇所増加

搬送先が2箇所増加

搬送先が3箇所以上増加

増加なし
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c) 環八ルート 

 

表 5-31 全人口・全面積に対する救急搬送 30 分圏域カバー割合算出結果  

No 路線 
搬送先増加箇所別カバー人口 【人口に対するカバー率】 搬送先増加箇所別カバー面積 【面積に対するカバー率】 

1 箇所 2 箇所 3 箇所以上 無し 1 箇所 2 箇所 3 箇所以上 無し 

01 川崎市 

02 世田谷区 

03 大田区 
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現
況 

 

整
備
後 
現
況→

整
備
後
増
加
箇
所 

※図面上の道路ネットワークは、令和 6 年 4 月末時点 

地図出典：NTT インフラネット株式会社の地図を基に作成 

図 5-65 30 分で到達可能な第三次医療機関  
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カバー人口 カバー面積 

川崎市 

世田谷区 

大田区 

 

 

 
 

 
※旅行速度 ：ETC2.0 データ 昼間 12 時間平均旅行速度 

（R6.4～R6.6 全日） 

※外環整備後の速度は設計速度（80km/h）として算出。 

※四捨五入の関係で見かけ上の数字と足し算した数字が合わない場合がある 

図 5-66 30 分で到達可能な第三次医療機関の全人口・全面積に対するカバー増加割合 

 

凡例
【整備により選択肢が増加する三次医療機関数】

搬送先が1箇所増加

搬送先が2箇所増加

搬送先が3箇所以上増加

増加なし
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(3) 都心の渋滞緩和 

1) 都心への通過交通流入の抑制 

 都心の渋滞緩和 

A) データ諸元 

表 5-32 使用データ 
データ諸元 使用データ 対象期間 備考 

ETC2.0 

データ 
様式 2-2 R6.4～6 

・ DRM 区間単位、平休別、ピーク別（朝ピーク：7～8 時、夕

ピーク：17～18 時）に平均速度を算出 
 

B) 分析結果 

⚫ 都心部に外環外側から向かう区間において速度低下が発生している。特に西側は

速度低下区間が長くなっており、どのルート案でも、渋滞緩和による速度低下区

間の減少が期待される。 
 

  
地図出典：DRM データ（発注者貸与）を基に作成 

図 5-67 都心部の速度状況（平日、左：朝ピーク（7～8 時）、右：夕ピーク（17～18 時））（再掲） 
 

  
地図出典：DRM データ（発注者貸与）を基に作成 

図 5-68 都心部の速度状況（休日、左：朝ピーク（7～8 時）、右：夕ピーク（17～18 時））（再掲）  

東京外環

中央自動車道

東関東自動車道

京葉道路

【凡例】
渋滞（0～20km/h）

混雑（20～40km/h）

40～60km/h

60km/h以上

東京外環

中央自動車道

東関東自動車道

京葉道路

【凡例】
渋滞（0～20km/h）

混雑（20～40km/h）

40～60km/h

60km/h以上

東京外環

中央自動車道

東関東自動車道

京葉道路

【凡例】
渋滞（0～20km/h）

混雑（20～40km/h）

40～60km/h

60km/h以上

東京外環

中央自動車道

東関東自動車道

京葉道路

【凡例】
渋滞（0～20km/h）

混雑（20～40km/h）

40～60km/h

60km/h以上
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 放射路線の都心方向利用割合（アクアライン） 

A) データ諸元 

表 5-33 使用データ 
データ諸元 使用データ 対象期間 備考 

ETC2.0 

データ 
様式 2-1 R6.4～6 

・ アクアラインを利用する交通起終点の割合について方面別

に集計 

※外環外側放射方向：栃木県、群馬県、埼玉県、神奈川県央

エリア、神奈川県西エリア、神奈川県湘南エリア、下記沿線

市区以外の都下 

※沿線市区：大田区、世田谷区、杉並区、練馬区、武蔵野市、

三鷹市、調布市、狛江市、川崎市川崎区、川崎市幸区、川

崎市中原区、川崎市高津区 
 

B) 分析結果 

⚫ アクアラインを利用する交通の 49％が外環外側放射方向もしくは沿線市区に起

終点を持つ。 

⚫ 東京外環（東名～湾岸）の整備により、アクアラインとこれらの地域が直接的に

接続する。それにより、都心部等を経由する必要がないため、どのルート案であ

っても渋滞解消がより期待できる。 
 

 
※図面上の道路ネットワークは、令和 4 年 4 月末時点 

地図出典：NTT インフラネット株式会社の地図を基に作成 

図 5-69 アクアラインからの交通割合（再掲） 
 

 
N=999,610 

図 5-70 アクアラインから各方面の起終点割合（再掲）  

開通済み区間

予定路線

事業中区間

大泉JCT

中央JCT

東名JCT

関越道方面
（群馬県、埼玉県西部）

1％

東北道方面
（栃木県、埼玉県東部）

1％

東名高速方面
（神奈川県央エリア、

神奈川県西エリア、神奈川県湘南エリア）

4％

中央道方面
（東京都下）

2％

東京外環
（東名～湾岸）

沿線市区
41％

その他
50％ 沿線市区

41％

東北道方面
1％

東名方面
4％

中央道方面
2％関越道方面

1％
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 臨海部～中央道の首都高利用状況 

A) データ諸元 

表 5-34 使用データ 
データ諸元 使用データ 対象期間 備考 

ETC2.0 データ 様式 2-1 R6.4～6 
・ 臨海部～中央道間の利用経路割合を空港別、または臨

海部としてまとめて集計 
 

B) 分析結果 

⚫ 臨海部～中央道間を走行する車両の約 9 割が首都高を経由している。このことか

ら、東京外環（関越～湾岸）の整備により利便性が向上し、どのルート案であっ

ても都心部への渋滞緩和が期待される。 
 

 
※図面上の道路ネットワークは、令和 4 年 4 月末時点 

地図出典：NTT インフラネット株式会社の地図を基に作成 

図 5-71 アクアラインからの交通割合（再掲） 
 

中
央
道 

東京港 羽田空港 

  
川崎港 横浜港 

  

 
 

図 5-72 臨海部（東京港、羽田空港、川崎港、横浜港）～中央道間の利用経路分担率（再掲）  

環
状
八
号
線

環
状
七
号
線

東京港

羽田空港

C3

357

大泉JCT

（仮称）
中央JCT

大井JCT

昭和島JCT

川崎浮島JCT
大師JCT

川崎港

357

409

357

1

112

131

15

大橋JCT

横浜港

（仮称）
東名JCT

西新宿JCT

東京外かく環状道路
（東名高速～湾岸道路間）

87%

10%
1% 2%

n=42,040

97%

1%
1%

1%

n=21,348

73%

21%

2%1%
1%
1%

1%

n=12,256

57%25%

8%
1%

1%8%

n=1,396

【凡例】

：首都高中央環状等経由

：横浜北線等

：環八経由 ：環七経由 ：多摩沿線道路等経由

：首都高その他 ：その他
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(4) 交通分担の整序化 

1) 幹線道路の交通分担効果 

 幹線道路の渋滞緩和 

A) データ諸元 

 

表 5-35 使用データ 
データ諸元 使用データ 対象期間 備考 

ETC2.0 データ 様式 2-2 
R6.4～

R6.6 交差点間等の区間別に渋滞損失時間

を算定 R3 全国道路・ 

街路交通情勢調査結果 
旅行速度 - 

ETC2.0 データ 様式 2-1 

R6.4～

R6.6 

 (平日) 

・関東 1 都 6 県の範囲で集計 

・「以南沿線地域・神奈川県南東部・千

葉県南部」⇔「東北道方面・関越道方

面・中央道方面・以北沿線地域」を転換

が想定される交通として集計 
※1 以北沿線地域：杉並区、練馬区、武蔵

野市、三鷹市、調布市、狛江市 

※2 以南沿線地域：世田谷区、大田区、川

崎市川崎区、川崎市幸区、川崎市中

原区、川崎市高津区 

※3 中央道方面：以北沿線地域を除く都下 

※4 千葉県南部：市原市・茂原市・白子町

から南側の市町村 

※5 神奈川県南東部：横須賀三浦地域、横

浜市東部、横浜市南部 
 

 

B) 分析結果 

⚫ 環状八号線・国道 409 号の渋滞損失時間は全国平均の約 6～10 倍となっている。 

⚫ 東京外環（東名～湾岸）の整備により、環状八号線（東名入口～第三京浜入口）

を通過する車両の約 3 割、国道 409 号（溝口交差点～北見方第三下交差点）を通

過する車両の約 2 割の転換が想定され、東京都心部の渋滞緩和が期待される。 

 

表 5-36 渋滞損失時間算出結果 

No 路線 対象断面 渋滞損失時間 
全国平均との比較 

（全国平均:2.6 万人時間/年・km） 

01 環状八号線 

環八東名入口交差点 

～ 

穴守橋交差点 

約 26.1 万人時間/

年・km 
10 倍 

02 国道 409 号 

溝口交差点 

～ 

浮島橋東交差点 

約 16.5 万人時間/

年・km 
6 倍 
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地図出典：DRM データ（発注者貸与）を基に作成 

図 5-73 周辺道路（国道 409 号・環状八号線）の渋滞損失時間（R6）（再掲） 

 

 
図 5-74 転換が想定される交通割合（再掲）  
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 幹線道路の交通事故の減少 

A) データ諸元 

表 5-37 使用データ 
データ諸元 使用データ 対象期間 備考 

ITARDA 死傷事故件数 R1～R4 - 

R3 全国道路・ 

街路交通情勢調査結果 
大型車混入率 - 車両種別 

ETC2.0 データ 様式 2-1 R6.4～R6.6  

・ 大型車の乗継交通割合 

※自動車の用途と種別の組み

合わせが全国道路・街路交

通情勢調査 2 車種区分の大

型車に該当するものを対象と

する 

 

B) 分析結果 

⚫ 環状八号線・国道 409 号において、死傷事故率が 300 件/億台キロ以上の箇所が

多く存在している。 

⚫ 東京外環（東名～湾岸）の整備により環状八号線・国道 409 号の交通転換、混雑

緩和が図られる。これにより、渋滞が一因と考えられる車両相互（追突）事故の

減少等による生活環境の改善が期待される。 

 

表 5-38 交通転換算出結果 

No 路線 対象断面 

大型車の利用経路 

高速 

乗り継ぎ 

多摩方面のみで

高速利用 

湾岸方面のみ 

で高速利用 

一般道 

のみ 

01 
環状 

八号線 

環八東名入口交差点 

～ 

穴守橋交差点 

8% 8% 41% 
43% 

大型車の転換想定割合：約 6 割 

02 
国道

409 号 

溝口交差点 

～ 

浮島橋東交差点 

0% 9% 18% 
73% 

大型車の転換想定割合：約 3 割 

 

 
地図出典：DRM データ（発注者貸与）を基に作成 

図 5-75 国道 409 号、環状八号線の死傷事故率（R1～R4）（再掲）  
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図 5-76 環八、国道 409 号の事故類型（再掲） 

 

 
図 5-77 大型車混入率（再掲） 

 

 
①高速乗り継ぎ：設定断面通過前後ともに高速道路を利用 

②多摩方面のみで高速利用：設定断面通過前後において多摩方面のみで高速道路を利用 

③港湾方面のみで高速利用：設定断面通過前後において港湾方面のみで高速道路を利用 

N はトリップ数 

図 5-78 大型車の転換想定割合  

【凡例】

一般道のみ①高速乗り継ぎ

③港湾方面の
みで高速利用

②多摩方面のみ
で高速利用
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2) 生活道路の交通分担効果 

 生活道路の抜け道利用の緩和 

A) データ諸元 

 

表 5-39 使用データ 
データ諸元 使用データ 対象期間 備考 

ETC2.0 データ 

（全道路 

マップマッチング） 

様式 5-1 
R6.6※1 

（平日） 

・ 通過交通が生活道路を走行する割合か

ら抜け道利用割合を算出し、平日 24 時

間の各 1 時間帯における平均旅行速度

との対応を確認 

・ 昼間 12 時間帯の平均抜け道利用割合

から、夜間 12 時間帯の平均抜け道利用

割合を減じて、抜け道利用割合の改善

期待値を算出 

※1：R6.6.23～25、29 については、データ量が極端に少なかったため、除外。 
 

表 5-40 対象区間 

No 通過エリア 対象区間 

01 世田谷区 杉並区～大田区・高津区 

02 世田谷区 高津区～大田区 

03 大田区 世田谷区～品川区・川崎区・中原区・幸区（大田区臨海部） 

補注）当初、世田谷区、大田区、中原区、幸区の計 4 自治体を対象に通過交通流入状況を分

析することとしていたが、協議の上、中原区、幸区については分析を実施しないこととなっ

た。 

B) 分析結果 

⚫ 各区において、幹線道路の旅行速度が向上すれば、抜け道利用割合の低下という

傾向がみられた。 

⚫ 各区において、仮に幹線道路における旅行速度が夜間（19 時～7 時）の平均値ま

で改善された場合の、抜け道利用割合を確認したところ、大田区の改善期待値が

4.6％と最も大きく、幹線道路の旅行速度の改善に伴う効果が、最も大きくなる

ことが期待される。 

 

表 5-41 抜け道利用割合算出結果 

No 路線 
抜け道利用割合 

現状 改善期待値 

01,02 世田谷区 3.6% 2.3% 

03 大田区 6.8% 4.6% 
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図 5-79 抜け道の利用状況と旅行速度の関係性（世田谷区） 

 

 
図 5-80 幹線道路の旅行速度向上で期待される抜け道利用の低下（世田谷区） 

 

 
図 5-81 抜け道の利用状況と旅行速度の関係性（大田区） 

 

 
図 5-82 幹線道路の旅行速度向上で期待される抜け道利用の低下（大田区） 

※抜け道利用割合：該当市区における通過交通のうち、平日時間帯別の幹線道路以外の走行台 km ÷ 全道路の走行台 km（自動車専用道路を除く） 

※抜け道利用割合の改善期待値：昼間 12 時間帯の平均抜け道利用割合 － 夜間 12 時間帯の平均抜け道利用割合 

環状八号線の平均旅行速度が低下すると 
抜け道利用割合が高くなる傾向が強くみられる 

 １.４pp. 低下 

抜け道利用割合の改善期待値 

３.６％ → ２.３％ ①幹線道路の旅行 

速度が向上すれば 

②抜け道利用割合 

の低下が期待 

環状八号線の平均旅行速度が低下すると 
抜け道利用割合が高くなる傾向が強くみられる 

 

２.２pp. 低下 

抜け道利用割合の改善期待値 

６.８％ → ４.６％ 

①幹線道路の旅行 

速度が向上すれば 

②抜け道利用割合 

の低下が期待 
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 生活道路の交通事故減少 

A) データ諸元 

 

表 5-42 使用データ 
データ諸元 使用データ 対象期間 備考 

ETC2.0 データ 

（全道路 

マップマッチング） 

様式 5-1 
R6.6※ 

（平日） 

世田谷区通過交通の生活道路における走

行台キロを生活道路の延長で除すことで、

通過交通のキロあたり平均走行台数を算

出。（事故非発生リンクと事故発生リンクで

算出・比較） 

警察庁 

交通事故統計情報 
― R5 年度 

交通事故統計情報より生活道路上の

交通事故データを特定し、リンク情報と

紐づけて事故の有無別に整理 

※1：R6.6.23～25、29 については、データ量が極端に少なかったため、除外。 

 

表 5-43 対象 
No 対象エリア 対象事故 

01 世田谷区 歩行者 

02 世田谷区 子ども 

 

B) 分析結果 

⚫ 現状の世田谷区内では全道路のうち生活道路で発生する歩行者事故の割合が全

体の約 8 割を占めている。また、歩行者事故の発生している生活道路は、事故

の発生していないリンクと比べ通過交通台数が約 3.4 倍と高いため、抜け道利

用車両と歩行者事故に関係がみられる。東京外環（東名～湾岸）の整備により、

適切な機能分担が促進され、抜け道利用車両が減少するとともに、歩行者事故

の低下が期待される。 

⚫ 現状の世田谷区内では全道路のうち生活道路で発生する子ども者事故の割合が

全体の約 7 割を占めている。また、子ども事故の発生している生活道路は、事

故の発生していないリンクと比べ通過交通台数が約 3.9 倍と高いため、抜け道

利用車両と子ども事故に関係がみられる。東京外環（東名～湾岸）の整備によ

り、適切な機能分担が促進され、抜け道利用車両が減少するとともに、子ども

事故の低下が期待される。 

 

表 5-44 生活道路における事故割合算出結果 

No エリア 対象事故 
交通事故非発生リンクと発生リンクの通行台数 

事故非発生リンク 事故発生リンク 

01 世田谷区 歩行者 40.5 
139.5 

【約 3.4 倍】 

02 世田谷区 子ども 40.7 
159.2 

【約 3.9 倍】 
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※生活道路：都道未満の道路を「生活道路」と定義。 

※通過交通：世田谷区に用事のない交通のうち、外環東名以南に平行する方向に通過する車両を「通過交通」と定義。 

図 5-83 世田谷区生活道路における通過交通と歩行者事故の関係性 

 

 
※生活道路：都道未満の道路を「生活道路」と定義。 

※通過交通：世田谷区に用事のない交通のうち、外環東名以南に平行する方向に通過する車両を「通過交通」と定義。 

図 5-84 世田谷区生活道路における通過交通と子ども事故の関係性 

  

通過交通が多く流入する 
生活道路ほど子ども事故 
が多く発生する傾向 

通過交通が多く流入する 
生活道路ほど歩行者事故 
が多く発生する傾向 
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(5) 地球温暖化防止等の環境の保全（CO2等排出量削減） 

A) データ諸元 

 

表 5-45 使用データ 
データ諸元 使用データ 対象期間 備考 

ETC2.0 

データ 
様式 2-2 R6.4～R6.6 

・ 排出量(g/台)＝Σ（速度に対する排出原単位(g/台・

km)×延長） 

※排出原単位は、「国土交通省国土技術政策総合研究

所：道路環境影響評価等に用いる自動車排出係数

の算定根拠（平成 22 年度版）」にある、2010 年値を

用いた 

 

 

【現況】 

・旅行速度： 

DRM 区間別車種別平日昼間 12 時間平均旅行速度 

・延長： 

DRM 区間別延長 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
地図出典：NTT インフラネット株式会社の地図を基に作成 

図 5-85 排出量評価の対象区間図  
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B) 分析結果 
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図 5-86 外環へ転換した場合の車両１台あたりの排出量の比較  

【算出条件】 

●排出量（g/台)=Σ（速度に対する排出原単位（g/台・km）×延長） 

●排出原単位：国土交通省国土技術政策総合研究所発行「道路環境影響評価等に用いる自動車排出係数の

算定根拠（平成２２年度版）」にある、2010 年値を利用。 

＜現況＞ 

●旅行速度：ETC2.0 データ DRM 区間別車種別平日昼間 12 時間平均旅行速度 

（R6.4～R6.6 平日 7:00-19:00） 

●延長：DRM 区間別延長 
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(6) その他（沿線まちづくりの支援） 

A) データ諸元 

表 5-46 使用データ 
データ諸元 使用データ 対象期間 備考 

財務省 普通貿易統計 

（税関別・その他） 
輸出入総額の推移表 H25～R4 - 

新しい都市づくりのための 

都市開発諸制度活用方針 
- - 東京都拠点 

川崎市都市計画 

マスタープラン全体構想 
- - 神奈川県拠点 

 

B) 分析結果 

⚫ 羽田空港の周辺地域及び京浜臨海部は、国家戦略特区の重要なエリアである。

これらの地域では、連携強化で相乗効果を高め、日本の国際競争力を強化し、

世界から資金・人材・企業等を集める国際的ビジネス拠点の形成を目標として

いる。 

⚫ さらに、東京外環（東名～湾岸）の整備によって多摩川沿線の拠点との連携も

強化され、多摩川国際臨空拠点群として一体的な形成が期待される。 

 

 
地図出典：NTT インフラネット株式会社の地図を基に作成 

図 5-87 国際競争力の向上・沿線まちづくり 

 

 
図 5-88 輸出入貿易額の推移（羽田空港） 

 
図 5-89 輸出入貿易額の推移（京浜港） 
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5.4. 交通課題対策案の比較評価 

(1) 整備効果の比較 

前項の幅広い整備効果分析を基に、5.2.3 定量的に評価可能な項目の検討の検討結果を音

に、複数のルート案の整備効果を比較した。 

 

表 5-47 ルート案ごとの整備効果 
 

政
策
目
標 

A.ゲートウ
ェイへの
アクセス
強化 

主要拠点間の所
要時間・余裕時
間の短縮 

B.災害へ
の備えと
しての道
路 網 の
強化 

緊急輸送路の信
頼性向上 

 

C.都心の
渋 滞 緩
和 

都心部の通過交
通の減少 

D.交通分
担 の 整
序化 

幹線道路の渋滞
緩和 

生活道路の交通
安全向上 

E. 地球温
暖 化 防
止 等 の
環 境 の
保全 

CO2排出量削減 

ネイチャーポジテ
ィブへの対応 
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(2) 比較評価の検討 

前項の比較を基に各ルート案に関して比較評価を行った。評価結果を次ページに示す。 
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表 5-48 比較評価の結果 

 

概 要ル
ー
ト
概
要

延長（構造）

主要拠点間の所要
時間・余裕時間の
短縮

A.ゲートウェイへのアクセス強
化

政
策
目
標

緊急輸送路の信頼
性向上B.災害への備えとしての道

路網の強化

都心部の通過交通
の減少

C.都心の渋滞緩和

幹線道路の渋滞緩
和

D.交通分担の整序化
生活道路の交通安
全向上

CO2排出量削減
E.地球温暖化防止等の環
境の保全 ネイチャーポジティブ

への対応

事業に要する期間
事業性

配
慮
す
べ
き
事
項

用地取得に関するリスク

施工性

周辺環境への影響

川崎縦貫道路計画との関係
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5.5. 多様な整備効果項目の整理 

5.5.1. 整備効果事例の収集 
北海道開発局及び全国の地方整備局を対象に、事業評価監視委員会での整備効果事例を

以下の条件に基づき収集・整理した。収集・整理したデータベースは参考資料に格納する。 

 

表 5-49 事業評価監視委員会 整備効果事例 収集条件  

分類 内容 

対象地方整備局 

北海道局・全国の地方整備局 

・北海道開発局 

・東北地方整備局 

・関東地方整備局 

・北陸地方整備局 

・中部地方整備局 

・四国地方整備局 

・九州地方整備局 

対象年度 令和元年度～令和 6 年度 12 月までの開催分 

対象種級区分 

第 1 種及び第 2 種 

※但し、第 1 種事業と第 3 種事業が混在する道路にて、一体評価がなされ

ている場合は、第 3 種事業も収集 

 

また、整備効果事例を、内容に基づき、渋滞、事故、製造業、農林水産業、企業立地、医

療、観光、防災※1、生活※2、冬期、CO2、所要時間※3、港湾・空港、その他※4の 14 区分に

分類した。 

さらに、貨幣価値換算化の有無で分類し、傾向分析をした。 

 

※1：信頼性に関する項目も含む 

※2：通勤・通学・買い物及び生活道路に関する項目 

※3：所要時間短縮や時間信頼性の向上に関する項目 

※4：まちづくり、交流人口の拡大、雇用の増加、高速バス、複合的な内容に関する項目 

  



5.評価項目に関する整備効果の比較評価 

5-76 

5.5.2. 整備効果事例の整理 
作成したデータベースを基に、地整別整備効果資料の内訳を整理するとともに、視点別

に傾向を把握した。なお、整理にあたり、事業数に応じて、整備効果件数も増加するため、

事業数あたりの整備効果件数として整理した。 

(1) 地整別整備効果資料の内訳 

1) 地整別年度別 全事業に占める整備効果資料割合推移 

地整ごとに全事業に占める整備効果資料割合の傾向に差があるものの、全体的に北海

道・東北・関東が高い傾向となっている。 

 

 
図 5-90 地整別年度別、全事業に対する整備効果資料割合 

 

2) 地整別 事業あたりの整備効果項目割合 

整備効果項目区分別にみると、北海道では農林水産業、北陸・中部・近畿では防災の割

合が高い。 

 

 
図 5-91 地整別、事業あたりの整備効果項目割合 
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(2) 整備効果の視点別傾向把握 

1) 渋滞 

「渋滞」の整備効果資料割合が高いのは、中部・近畿地整。人口集積の高い大都市圏に

多い傾向と推察される。 

 

 
出典：北海道開発局及び各地方整備局 事業評価監視委員会資料 

図 5-92 地整別年度別 全事業に対する整備効果資料割合推移（渋滞） 

 

2) 事故 

「事故」の整備効果資料割合が高いのは、北陸・四国地整。需要の多くない地方都市と

して目的とする事業が多い傾向と推察される。 

 

 
出典：北海道開発局及び各地方整備局 事業評価監視委員会資料 

図 5-93 地整別年度別 全事業に対する整備効果資料割合推移（事故） 
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3) 製造業 

「製造業」は、東北・関東・中国・四国・九州地整がおおむね毎年実施している。 

 

 
出典：北海道開発局及び各地方整備局 事業評価監視委員会資料 

図 5-94 地整別年度別 全事業に対する整備効果資料割合推移（製造業） 

 

4) 農林水産業 

「農林水産業」の整備効果資料割合が高いのは、北海道開発局・四国地整。地方都市特

有の産業特性と推察される。 

 

 
出典：北海道開発局及び各地方整備局 事業評価監視委員会資料 

図 5-95 地整別年度別 全事業に対する整備効果資料割合推移（農林水産業） 
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5) 企業立地 

「企業立地」は、東北・関東・中部・中国・四国・九州地整がおおむね毎年実施してい

る。 

 

 
出典：北海道開発局及び各地方整備局 事業評価監視委員会資料 

図 5-96 地整別年度別 全事業に対する整備効果資料割合推移（企業立地） 

 

6) 医療 

「医療」は全国的に整備効果資料割合が高い傾向にある。主要都市は渋滞に伴う病院到

達時間の増加、地方都市では線形不良に伴う揺れの増加など、各地域特有の特徴によるも

のと推察される。 

 

 
出典：北海道開発局及び各地方整備局 事業評価監視委員会資料 

図 5-97 地整別年度別 全事業に対する整備効果資料割合推移（医療） 
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7) 観光 

「観光」は全国的に整備効果資料割合が高い傾向にある。各地域の観光事業推進による

ものと推察される。 

 

 
出典：北海道開発局及び各地方整備局 事業評価監視委員会資料 

図 5-98 地整別年度別 全事業に対する整備効果資料割合推移（観光） 

 

8) 防災 

「防災」は全国的に整備効果資料割合が高い傾向にある。近年の異常気象等による影響

によるものと推察される。 

 

 
出典：北海道開発局及び各地方整備局 事業評価監視委員会資料 

図 5-99 地整別年度別 全事業に対する整備効果資料割合推移（防災） 
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9) 生活 

「生活」は、東北・関東地整のみ経年的に実施している。 

 

 
出典：北海道開発局及び各地方整備局 事業評価監視委員会資料 

図 5-100 地整別年度別 全事業に対する整備効果資料割合推移（生活） 

 

10) 冬期 

「冬期」は、東北・北陸地整がおおむね毎年実施している。降雪の多い雪国の地域とし

ての傾向と推察される。 

 

 
出典：北海道開発局及び各地方整備局 事業評価監視委員会資料 

図 5-101 地整別年度別 全事業に対する整備効果資料割合推移（冬期） 
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11) CO2 

「CO2」は、北海道・東北のみおおむね毎年実施している。 

 

 
出典：北海道開発局及び各地方整備局 事業評価監視委員会資料 

図 5-102 地整別年度別 全事業に対する整備効果資料割合推移（CO2） 

 

12) 所要時間 

「所要時間」は、東北・九州のみおおむね毎年実施している。 

 

 
出典：北海道開発局及び各地方整備局 事業評価監視委員会資料 

図 5-103 地整別年度別 全事業に対する整備効果資料割合推移（所要時間） 
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13) 港湾・空港 

「港湾・空港」の整備効果資料割合が高いのは、関東地整。東京港や羽田空港など主要

な拠点が集積していることによるものと推察される。 

 

 
出典：北海道開発局及び各地方整備局 事業評価監視委員会資料 

図 5-104 地整別年度別 全事業に対する整備効果資料割合推移（港湾・空港） 

 

14) その他 

まちづくり、交流人口の拡大、雇用の増加、高速バス、複合的な内容に関する項目であ

る「その他」は、北海道・東北・関東・近畿地整でおおむね毎年実施している。 

 

 
出典：北海道開発局及び各地方整備局 事業評価監視委員会資料 

図 5-105 地整別年度別 全事業に対する整備効果資料割合推移（その他） 
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15) 貨幣価値換算 

貨幣価値換算を行った整備効果資料は、東北と近畿のみである。 

貨幣価値換算を行った整備効果資料を作成している東北地整で割合が高い項目は、

「CO2」、「所要時間（時間信頼性）」だが、「農林水産業」、「企業立地」、「観光」

など様々な視点が見られる。 

 

 
出典：北海道開発局及び各地方整備局 事業評価監視委員会資料 

図 5-106 地整別年度別 全事業に対する整備効果資料割合推移 

（貨幣価値換算されているものに限定） 

 

 
出典：北海道開発局及び各地方整備局 事業評価監視委員会資料 

図 5-107 地整別 事業あたりの整備効果項目割合 

（貨幣価値換算されているものに限定） 
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5.5.3. 新たな整備効果項目の検討 
外環（東名～湾岸）の整備効果として、新たな視点での効果項目を検討した。 

 

(1) 新たな整備効果項目の選定方針 

5.5.2 で整理した整備効果項目から、新たな整備効果項目を選定するにあたり、2 つの

視点で検討した。 

検討にあたり、現時点の外環東名以南の政策目標も踏まえことで、事業に即した項目に

留意した。以下にフローを示す。 

 

【ベースとなる整備効果項目】 

・全国の地方整備局を対象に、令和元年度～令和 6 年度 12 月までに開催された事業評価監

視委員会で審議された事業のうち、第 1 種及び第 2 種を対象に抽出した整備効果項目（全

1,819 項目） 

・上記に対して 14 分類（渋滞・事故・製造業・企業立地・医療など）にした整備効果項目を

対象 

 

 

 

 

 

 

 

 

【新たな整備効果項目選定の視点】 
視点①：外環東名以南への適合性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

視点②：貨幣換算化 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-108 新たな整備効果の選定フロー 

  

【外環東名以南の政策目標(現時点)】 

①東名高速等から我が国のゲートウェイへのアクセス強化 

②首都直下地震等の災害への備えとしての道路網の強化 

③都心の渋滞緩和 

④交通分担の整序化 

【選定の考え方・方針】 

東京南西部地域の特性等（以下参照）を踏まえた整備効果項目の抽出 

   ⇒湾岸部に多くの「物流拠点」（港、倉庫）「電力・エネルギー関連」が集積： 

「物流」・「防災」 

   ⇒沿線地域の「まちづくり」が進展：「安全」 

首都圏三環状の第二環状道路としての環状道路機能を定量化した項目 

   ⇒環状道路機能の発揮による吸い上げ効果：「渋滞」 

【選定の考え方・方針】 

視点①の適合性を考慮した視点で、定量化を図る整備効果項目の抽出 

   ⇒多摩川沿線による治水等：「河川氾濫」 

   ⇒一般道（環八・R409）に並行する高規格道路：「代替性」「医療」 

   ⇒沿線地域の「まちづくり」が進展：「地域活性化」「企業立地」 

   ⇒大田市場などの「市場」が立地：「農林水産」 
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【参考：東京南西部地域の地域特性等】 

 

・湾岸部には新たな物流拠点や電力・エネルギー関連の施設立地・整備が集中している。 

・周辺の鉄道駅や緑地において、再開発や土地利用の再編等のまちづくりが進行している。 

・防災に関しては、多摩川では堤防整備等の治水プロジェクトが推進中となっている。 

（・また、多摩川沿いには断続的にサイクリングコース（多摩川サイクリングロード）が整

備されている。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-109 沿線地域の現状整理まとめ（沿線地域のニーズ等）（再掲） 
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(2) 新たな整備効果項目の抽出 

（１） で整理した視点に基づき、整備効果項目を抽出した。 

 

1) 視点①：外環東名以南への適合性 

視点①として、次ページの表の通り抽出した。 
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■新たな整備効果項目（案） 

 

表 5-50 視点①外環東名以南への適合性による抽出 

分野 評価項目 評価方法 事業名 地整 種級区分 

物流 
利便性向上による 

国際競争力強化など 

特定重要物資などの 

品目に着目 

製造業関連の取りまとめ 

視点として「WISENET2050」に絡めて経済安全保

障から特定重要物資（重要な資材等）を戦略的に

確保への貢献 

－ － 

商業 
幕張新都心周辺の 

大型商業施設の 30 分圏域 
ETC2.0 

一般国道 357 号 東京湾岸道路 

（千葉県区間） 
関東 第 4 種第 1 級 

渋滞 渋滞損失時間の減少 

ETC2.0 プローブデータ 

交通量推計 

渋滞損失時間 

東海環状自動車道 

（土岐～関）（関～養老）（養老～北勢）（北勢～四

日市） 

中部 第 1 種第 2 級 

生活 

傷病者の負担軽減 ETC2.0 の左右加速度の変化 
一般国道 9 号 仁摩・温泉津道路 中国 第 1 種第 2 級 

一般国道 9 号 出雲・湖陵道路 中国 第 1 種第 3 級 

ETC2.0 による抜け道の急ブレーキ発

生地点 
ETC2.0 挙動履歴情報 一般国道 116 号 新潟西道路 北陸 第 3 種第 1 級 

防災 

災害におけるエネルギー輸送の確保 企業ヒアリング 
一般国道 247 号 西知多道路 東海ジャンクショ

ン（東海ジャンクション）（長浦～日長） 
中部 第 2 種第 1 級 

災害時における代替性の確保 
並行緊急輸送道路の 

通行止件数 

二ツ井今泉道路 東北 第 1 種第 3 級 

一般国道 253 号 十日町道路 北陸 第 1 種第 3 級 
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 物流 

A) 利便性向上による国際競争力強化 

これまでの羽田空港・京浜港へのアクセス強化に特定重要物資を追加する。 

→羽田空港・京浜港の重要性を高め、アクセス強化の必要性につなげる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：東京外かく環状道路（東名高速～湾岸道路間）計画検討協議会（第 7 回）資料 

公表日：令和 6 年 11 月 29 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：経済安全保障推進法に基づく重要物資の安定的な供給の確保（サプライチェーン強靱化）に関する 

制度全般や技術流出防止について 

図 5-110 【利便性向上による国際競争力強化】の示し方の例 

  

特定重要物資の取扱量等を整理・ 

裏付けの企業ヒアリング等から 

羽田空港・京浜港の重要性を明記 
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 商業 

A) 幕張新都心周辺の大型商業施設の圏域拡大 

東京湾岸道路（千葉県区間）整備による所要時間短縮により商圏の拡大が期待される。 

→木更津アウトレット等の商業施設に着目して同様の整理を想定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：令和 4 年度 関東地方整備局 一般国道 357 号東京湾岸道路（千葉県区間） 事業評価監視委員会資料 

図 5-111 【幕張新都心周辺の大型商業施設の圏域拡大】の示し方の例 
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 渋滞 

A) 渋滞損失時間の減少 

東海環状道路の整備による環状道路内側の渋滞減少を示している。 

→首都圏の第二環状道路として外環内側（中央環状外側）の渋滞損失時間で同様の整理を

想定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：令和 5 年度 中部地方整備局 東海環状自動車道（土岐～関）（関～養老）（養老～北勢）（北勢～四日市） 

事業評価監視委員会資料 

図 5-112 【渋滞損失時間の減少】の示し方の例 
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 生活 

A) 傷病者の負担軽減 

a) 一般国道 9号 仁津・温泉津道路 

仁摩・温泉津道路の整備による輸送安定性向上により患者への負担軽減を示している。 

→環状八号線等からの転換による輸送安定性向上について同様の整理を想定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：令和元年度 中国地方整備局 一般国道９号 仁摩・温泉津道路 事業評価監視委員会資料 

図 5-113 【傷病者の負担軽減（一般国道 9 号 仁津・温泉津道路）】の示し方の例 
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b) 一般国道 9号 出雲・湖陵道路・多伎道路 

出雲・湖陵・多伎道路の整備による輸送安定性向上により患者への負担軽減を示してい

る。 

→環状八号線等からの転換による輸送安定性向上について同様の整理を想定している（横

揺れを定量化）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：令和 5 年度 中国地方整備局 一般国道９号 出雲・湖陵道路、湖陵・多伎道路 事業評価監視委員会資料 

図 5-114 【傷病者の負担軽減（一般国道 9 号 出雲・湖陵道路・多伎道路）】の 

示し方の例 
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B) ETC2.0 による抜け道の急ブレーキ発生地点 

一般国道 116 号 新潟西道路での抜け道利用と生活道路での急挙動実績を示している。 

→環八周辺の生活道路の実態整理を用いて、同様の整理を想定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：令和 5 年度 北陸地方整備局 一般国道 116 号 新潟西道路 事業評価監視委員会資料 

図 5-115 【ETC2.0 による抜け道の急ブレーキ発生地点】の示し方の例 

  

出典確認 
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 防災 

A) 災害におけるエネルギー輸送の確保 

西知多道路での災害時のエネルギー輸送の代替路に関する効果事例を示している。 

→川崎市臨海部などエネルギー輸送関連と絡める形で全国へのエネルギー供給について

同様の整理を想定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：令和 5 年度 中部地方整備局 一般国道 247 号 西知多道路 事業評価監視委員会資料 
図 5-116 【災害におけるエネルギー輸送の確保】の示し方の例 

 

  



5.評価項目に関する整備効果の比較評価 

5-96 

B) 災害時における代替性を確保 

a) 一般国道 7号 二ツ井今泉道路 

二ツ井今泉道路の整備により全面通行止め時の代替性の確保を示している。 

→災害時の全面通行止め履歴の実績に基づき代替路の効果として同様の整理を想定して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：令和 4 年度 東北地方整備局 一般国道 7 号 二ツ井今泉道路 事業評価監視委員会資料 

図 5-117 【一般国道 7 号 二ツ井今泉道路】の示し方の例 
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b) 一般国道 253号 十日町道路・八箇峠道路 

十日町道路・八箇峠道路の整備により通行規制時の代替性の確保を示している。 

→災害時の全面通行止め履歴の実績（首都高等）に基づき代替路の効果として同様の整理

を想定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：令和 5 年度 北陸地方整備局 一般国道 253 号 十日町道路・八箇峠道路【防】事業評価監視委員会資料 

図 5-118 【一般国道 253 号 十日町道路・八箇峠道路】の示し方の例 
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2) 視点②：貨幣価値換算化 

視点②として、貨幣価値換算をしている整備効果を対象に、外環東名以南への適用が可

能と思われる項目について、次ページの表の通り抽出した。 
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■新たな整備効果項目 

 

 

表 5-51 視点②貨幣価値換算化による抽出  

分野 評価項目 評価方法 事業名 地整 種級区分 

その他 
地域の特殊性を考

慮した便益 

【河川氾濫】 

・河川氾濫時の人命損失軽減効果 

・津波時の代替路確保効果 

【代替性確保】 

・大規模豪雨時の代替路確保効果 

・地域住民の不安の解消（通行止め解消等） 

【経済効果】 

・事業による地域経済の活性化効果 

音威子府バイパス 北海道 第 1 種第 3 級 

企業立地 
建設投資による効

果 

建設件数の増加とヒアリング調査による設備投資額・

雇用者数 
小国道路 東北 第 1 種第 3 級 

農林水産 
輸送の安定による

品質向上 
荷傷み防止便益 

下北半島縦貫道路（野辺地七戸道路） 東北 第 1 種第 3 級 

東北中央道（相馬～福島） 東北 第 1 種第 3 級 

※時間信頼性向上便益、CO2削減便益は除く
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 その他 

A) 地域の特殊性を考慮した便益 

音威子府バイパスでの地域の特殊性を考慮した便益の算出を示している。 

→河川との連携（多機能インフラ）の面や便益が大きい項目（代替路・地域経済）につい

て同様の整理を想定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：令和 5 年度 北海道開発局 一般国道 40 号 音威子府バイパス 事業評価監視委員会資料 に加筆 

図 5-119 【地域の特殊性を考慮した便益】の示し方の例 
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 企業立地 

A) 建設投資による効果 

小国道路の整備による工場立地の進展により建設投資額等の創出を示している。 

→湾岸部を中心とした工場・企業立地の進展を定量化し、同様の整理を想定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：令和 5 年度 東北地方整備局 一般国道 113 号 小国道路 事業評価監視委員会資料 
図 5-120 【建設投資による効果】の示し方の例 
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 農林水産 

A) 輸送の安定による品質向上 

野辺地七戸道路の整備による安定輸送により市場価格の上昇効果を示している。 

→大田市場等の取扱品目から同様の整理を想定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：令和 6 年度 東北地方整備局 一般国道 4 号 野辺地七戸道路 事業評価監視委員会資料 

図 5-121 【輸送の安定による品質向上】の示し方の例 
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B) 輸送の安定による品質向上 

東北中央道（相馬～福島）の整備による安定輸送により市場価格の上昇効果を示してい

る。 

→大田市場等の取扱品目から同様の整理を想定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：令和 4 年度 東北地方整備局 東北中央自動車道 相馬～福島 事業評価監視委員会資料 

図 5-122 【輸送の安定による品質向上】の示し方の例 
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3) その他の効果項目トピック 

１）、2)で整理した視点に加え、外環東名以南に適用可能と想定される、整備効果項目

を参考として整理する。 
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■新たな整備効果項目（案） 

 

表 5-52 その他の効果トピック 

分野 評価項目 外環東名以南の適用性 事業名 地整 種級区分 

防災 

災害に強い道路機能の確保 八方向作戦との整合 
一般国道１号 静清バイパス 中部 第 1 種第 3 級 

一般国道 23 号 蒲郡バイパス 中部 第 1 種第 3 級 

災害時の並行路線 
代替路確保、中央環状線通行止め時

の状況 

一般国道 2 号 安芸バイパス 
中国 第 1 種第 3 級 

一般国道 2 号 東広島バイパス 

物流 物流効率化の支援 
完成自動車（特定企業など）＋輸送コス

トの定量化 
一般国道 23 号 蒲郡バイパス 中部 第 1 種第 3 級 

観光 

観光の支援 
観光観点・施設プロットに方面別所要

時間を付加 
一般国道 2 号 西広島バイパス 中国 

第 1 種第 3 級 

第 2 種第 2 級 

観光振興の支援 観光地プロットを規模ごとに見える化 一般国道 113 号 梨郷道路 東北 第 1 種第 3 級 

観光地への利便性向上 レンタカー発着台数の変化を付加 一般国道 278 号 空港道路 北海道 第 1 種第 3 級 

観光振興の支援 
広域観光周遊への貢献（「東京圏大回

廊」） 

東関東自動車道 水戸線 

（潮来～鉾田） 
関東 第 1 種第 3 級 

医療 救急医療支援 
救急搬送の所要時間短縮で 

生存率向上 

一般国道７号 鷹巣大館道路 

一般国道 7 号 鷹巣大館道路（Ⅱ期） 
東北 第 1 種第 2 級 

一般国道 113 号 小国道路 東北 第 1 種第 3 級 

農林水産 地域産業支援・物流支援 羽田空港へりんご等の農産物をトピック 一般国道 45 号 上北天間林道路 東北 第 1 種第 3 級 

企業活動 企業活動の支援 経費削減で定量化 一般国道 9 号 三隅・益田道路 中国 第 1 種第 3 級 
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 防災 

A) 災害に強い道路機能の確保 

外環東名以南では、八方向作戦との整合を想定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：令和 2 年度 中部地方整備局 一般国道１号 静清バイパス 事業評価監視委員会資料 

図 5-123 【災害に強い道路機能の確保】の示し方の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：令和元年度 中部地方整備局 一般国道 23 号 蒲郡バイパス 事業評価監視委員会資料 

図 5-124 【災害に強い道路機能の確保】の示し方の例 
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B) 災害時の並行路線 

外環東名以南では、代替路確保、中央環状線通行止め時の状況を想定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：令和 3 年度 中国地方整備局 一般国道 2 号安芸バイパス、東広島バイパス 事業評価監視委員会資料 

図 5-125 【災害時の並行路線】の示し方の例 

  



5.評価項目に関する整備効果の比較評価 

5-108 

 物流 

A) 物流効率化の支援  

外環東名以南では、完成自動車（特定企業など）＋輸送コストの定量化を想定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：令和元年度 中部地方整備局 一般国道 23 号 蒲郡バイパス 事業評価監視委員会資料 

図 5-126 【物流効率化の支援】の示し方の例 
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 観光 

A) 観光の支援   

外環東名以南では、観光観点・施設プロットに方面別所要時間の付加を想定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：令和 6 年度 中国地方整備局 一般国道 2 号 西広島バイパス 事業評価監視委員会資料 

図 5-127 【観光の支援】の示し方の例 
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B) 観光振興の支援   

外環東名以南では、観光地プロットを規模ごとに見える化を想定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：令和 4 年度 東北地方整備局 一般国道 113 号 梨郷道路 事業評価監視委員会資料 

図 5-128 【観光振興の支援】の示し方の例 
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C) 観光：観光地への利便性向上    

外環東名以南では、レンタカー発着台数の変化の付加を想定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：令和元年度 北海道開発局 一般国道 278 号 空港道路 事業審査委員会資料 

図 5-129 【観光：観光地への利便性向上】の示し方の例 
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D) 観光振興の支援  

外環東名以南では、広域観光周遊への貢献（「東京圏大回廊」）を想定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：令和 6 年度 関東地方整備局 東関東自動車道 水戸線（潮来～鉾田）事業評価監視委員会資料 

図 5-130 【観光振興の支援】の示し方の例 
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 医療 

A) 救急医療支援  

外環東名以南では、救急搬送の所要時間短縮による生存率向上を想定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：令和 5 年度 東北地方整備局 一般国道７号 鷹巣大館道路 一般国道７号 鷹巣大館道路（Ⅱ期） 

事業評価監視委員会資料 

図 5-131 【救急医療支援（一般国道７号鷹巣大館道路 鷹巣大館道路（Ⅱ期）】の 

示し方の例 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：令和 5 年度 東北地方整備局 一般国道 113 号 小国道路 事業評価監視委員会資料 

図 5-132 【救急医療支援（一般国道 113 号 小国道路）】の示し方の例  
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 農林水産 

A) 地域産業支援・物流支援  

外環東名以南では、羽田空港へのりんご等の農産物をトピックとして想定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：令和 5 年度 東北地方整備局 一般国道 45 号 上北天間林道路 事業評価監視委員会資料 
図 5-133 【地域産業支援・物流支援】の示し方の例 
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 企業活動 

A) 企業活動の支援  

外環東名以南では、経費削減に伴う生産性向上について定量化することを想定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：令和 6 年度 中国地方整備局 一般国道 9 号 三隅・益田道路 事業評価監視委員会資料 
図 5-134 【企業活動の支援】の示し方の例 
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